
２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野１　生涯を通じた健康づくりの推進と自立を支える福祉環境の構築

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

(1) 健康プラザ利用者数
３，５６３，７４６　人

（平成20年度末までの延
数）
健康プラザ利用者数
４，７００，０００　人

４，０７４，５４３人 ４，５６３，９５４人 ５，０４８，８９４人 １０７．４

健康度評価利用者数
１３１，０９５　人

健康度評価利用者数
１７２，０００　人

１４５，９４８人 １６０，１３９人 １７４，３１４人 １０１．３

　うち高齢者（60歳以上）
　２４，９９７　人

　うち高齢者（60歳以上）
　３４，０００　人

（２８，０３５人） （３１，５３３人） ３４，７０６人 １０２．１

健康情報アクセス件数
１，６９６，８６８　件

健康情報アクセス件数
２，７６０，０００　件

２，１５７，７０８件 ２，６４３，１１０人 ３，１２９，２４５件 １１３．４

(1) （平成24年度までの目
標）

特定健康診査　７０％

（平成24年度までの目
標）

特定保健指導　４５％

(2) 外食栄養成分表示店
の指定の推進
［健康福祉部健康対策
課］

県民の健康づくりを推進す
るため、飲食店等に対し、
栄養成分表示の普及と推
進を図る。

１，５４７　件
（名古屋市、中核市を除
く）

２，４００　件 １，６６３件
（名古屋市、中核市除く）

１，７７８件
（名古屋市、中核市を除
く）

１，３４３件
（名古屋市、中核市を除
く）

５６．０ (2) 食育推進協力店登録
［健康福祉部健康対策
課］

飲食物への栄養成分表示
に加え、食育や健康に関
する情報を提供する施設を
登録し県民の健康づくりを
推進する。

３，０００件

(3) 胃がん検診
１９　％（16年度実績）
（名古屋市を除く）

胃がん検診
３０　％
（名古屋市を除く）

１９．４％(17年度実績)
（名古屋市を除く）

１９．６％（18年度実績）
（名古屋市を除く）

１９．７％（19年度実績）
（名古屋市を除く）

６５．７ (3) （平成24年度までの目
標）
５０％

子宮がん検診
１５．３　％（16年度実績）
（名古屋市を除く）

子宮がん検診
２年間で　４０　％
（名古屋市を除く）

２６．４％(17年度実績)
(１３．２％単年度換算)
（名古屋市を除く）

２４．８％（18年度実績）
（名古屋市を除く）

２０．０％（19年度実績）
（名古屋市を除く）

５０．０

肺がん検診
３７．４　％（16年度実績）
（名古屋市を除く）

肺がん検診
４０　％
（名古屋市を除く）

３７．２％(17年度実績)
（名古屋市を除く）

３５．７％（18年度実績）
（名古屋市を除く）

３５．１％（19年度実績）
（名古屋市を除く）

８７．８

乳がん検診
１６．２　％（16年度実績）
（名古屋市を除く）

乳がん検診
２年間で　６０　％
（名古屋市を除く）

３０．８％(17年度実績)
(１５．４％単年度換算)
（名古屋市を除く）

２８．８％（18年度実績）
（名古屋市を除く）

２２．２％（19年度実績）
（名古屋市を除く）

３７．０

大腸がん検診
２８．１　％（16年度実績）
（名古屋市を除く）

大腸がん検診
４０　％
（名古屋市を除く）

２９．０％(17年度実績)
（名古屋市を除く）

２９．３％（18年度実績）
（名古屋市を除く）

２９．４％（19年度実績）
（名古屋市を除く）

７３．５

(4) フッ化物を応用したむ
し歯予防の推進
［健康福祉部健康対策
課］

フッ化物洗口が継続実施
できるよう、基盤整備をす
る。

フッ化物洗口実施小学校
２２８　校
（名古屋市を除く）

フッ化物洗口実施小学校
２６８　校
（名古屋市を除く）

２３６ 校
（名古屋市を除く）

２６０校
（名古屋市を除く）

２６５校
（名古屋市を除く）

９８．９ (4) フッ化物を応用したむ
し歯予防の推進
［健康福祉部健康対策
課］

フッ化物洗口が継続実施
できるよう、基盤整備をす
る。

フッ化物洗口実施小学校
３００校

(5) 「県民健康の日」の普
及
［健康福祉部健康対策
課］

「県民健康の日」を普及す
るため、周知活動を行うとと
もに家庭や地域における
健康づくりの推進を図る。

・記念イベントの開催(6月
19日) 　案内チラシ
35,000部
・あいち県民健康祭の開
催(9月17～18日)　案内
チラシ250,000部
・来庁者に対する庁内放
送

「県民健康の日」の普及 ・記念イベントの開催 、案
内チラシ作成、配布
・あいち県民健康祭の開
催案内チラシ作成、配布
・来庁者に対する庁内放
送（毎月１回）

・記念イベントの開催(6月
16日) 　案内チラシ
35,000部
・あいち県民健康祭の開
催(9月15～16日)　案内
チラシ250,000部
・来庁者に対する庁内放
送

・記念イベントの開催(6月
15日) 　案内チラシ
40,000部
・あいち県民健康祭の開
催(9月20～21日)　案内
チラシ160,000部
・来庁者に対する庁内放
送(毎月１回)

―

がん検診受診率
［健康福祉部健康対策
課］

スクリーニング検査を多数
の無症状の者に実施し、が
んを早期のうちに発見して
治療し、進行がんやがん死
亡への進展を防ぐ。

平成20年度実績第3期実施計画目標値
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)

あいち健康プラザにお
ける健康づくりの推進
［健康福祉部健康対策
課］

県民の健康づくりを動機づ
けから実践指導までを総合
的に支援するあいち健康
プラザの機能を充実し、高
齢者の健康度評価や市町
村・企業との連携による健
康づくり教室などの利用促
進、健康情報アクセスの促
進などを図る。

特定健康診査・特定保
健指導の実施率
[健康福祉部健康対策
課]

内臓脂肪症候群（メタボリッ
クシンドローム）の概念を導
入した特定健康診査・特定
保健指導を実施し、糖尿病
等の生活習慣病有病者や
予備群を減らす。

第4期実施計画書目標
事業内容

がん検診受診率
［健康福祉部健康対策
課］

スクリーニング検査を多数
の無症状の者に実施し、が
んを早期のうちに発見して
治療し、進行がんやがん死
亡への進展を防ぐ。

第4期実施計画第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

平成20年度実績第3期実施計画目標値
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第4期実施計画書目標

事業内容

第4期実施計画第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

(6) 健康の道の整備
［健康福祉部健康対策
課］

日常生活で手軽にできる
身体活動である「歩く」こと
を奨励するため、「健康の
道」の整備と利用促進を図
る。

３７　市町村
（名古屋市を除く）

40　市町村
（名古屋市を除く）

４８市町村
（名古屋市を除く）

５１市町村
（名古屋市を除く）

５２市町村
（名古屋市を除く）

１３０．０ (5) 健康の道（ウォーキン
グコース）の整備
［健康福祉部健康対策
課］

日常生活で手軽にできる
身体活動である「歩く」こと
を奨励するため、「健康の
道」の整備と利用促進を図
る。

５３市町村

(7) 市町村保健行政栄養
士配置の推進
［健康福祉部健康対策
課］

住民の健康づくり支援や生
活習慣病予防における保
健指導の充実を図るため
未配置市町村への配置の
推進を行う。

３１　市町村
（名古屋市を除く）

３４　市町村
（名古屋市を除く）

３１市町村
（名古屋市を除く）

３２市町村
（名古屋市を除く）

３５市町村
（名古屋市を除く）

１０２．９ (6) 市町村保健行政栄養
士の配置の推進
［健康福祉部健康対策
課］

住民の健康づくり支援や生
活習慣病予防における保
健指導の充実を図るため
未配置市町村への配置の
推進を行う。

３４市町村

(8) 食生活改善推進員養
成の推進
［健康福祉部健康対策
課］

住民の健康づくりを図り食
育を推進するため、食生活
改善推進員の養成やその
指導技術の向上を図る研
修を行う。

６，５５５　人
（名古屋市を除く）

６，７４０　人
（名古屋市を除く）

６，９４６人
（名古屋市を除く）

７，２８１人
（名古屋市を除く）

７，６３３人
（名古屋市を除く）

１１３．２ (7) 食生活改善推進員養
成の推進
［健康福祉部健康対策
課］

住民の健康づくりを図り食
育を推進するため、食生活
改善推進員の養成やその
指導技術の向上を図る研
修を行う。

９，０００人

(9) 健康づくりリーダー養
成の推進
［健康福祉部健康対策
課］

県民の健康づくりに理解と
関心のある者を広く募り、
健康づくりの指導者を養成
するとともに、その人材の
有効活用を図るため人材
登録を行う。

１，３９６　人 １，８００　人 １，５３１人 １，６３５人 １，７３６人 ９６．４ (8) 健康づくりリーダー養
成の推進
［健康福祉部健康対策
課］

県民の健康づくりに理解と
関心のある者を広く募り、
健康づくりの指導者を養成
するとともに、その人材の
有効活用を図るため人材
登録を行う。

２，０００人

(9) 健康長寿高齢者の割合

全国値より４ポイント上回
る

週４日以上外出する人の
割合

全国平均まで上げる

(10) 高校生の保育・介護体
験の推進
［教育委員会高等学校
教育課］

高等学校と幼稚園、保育
所又は福祉施設との体験
交流を実施する。

２４　校 実施校の拡大 ２４校 ２４校 実施校の拡大 ―

(11) 教科「福祉」の充実
［教育委員会高等学校
教育課］

社会福祉に関する知識と
技術を総合的・体験的に
修得させ、社会福祉の増
進に寄与する創造的な能
力と実践的な態度を育て
る。

１０　校 １１　校 １０校 １１校 １１校 １００．０ (10) 教科「福祉」の充実
［教育委員会高等学校
教育課］

社会福祉に関する知識と
技術を総合的・体験的に
修得させ、社会福祉の増
進に寄与する創造的な能
力と実践的な態度を育て
る。

１２校

(12) 人にやさしい街づくり
モデル地区整備の推
進
［建設部住宅計画課］

市町村が設定したモデル
地区内の公共施設、道路
等をすべての人が円滑に
利用できるようにする整備
に補助する。

２９　市町 引き続き推進 ２９市町 ２９　市町 ２９　市町 ―

(11) 「人にやさしい街づくり
の推進に関する条例」
の基準に適合する施
設の増進
[建設部住宅計画課]

誰でも円滑に利用できる施
設が増えるように指導を実
施し、条例の基準に合致
する施設には適合証を交
付する。

適合証交付
年間　７５０件

健康長寿あいち宣言
の推進
[健康福祉部健康対策
課]

「健康長寿あいち宣言」に
沿って「健康長寿あいち」
の実現を目指し生活習慣
病予防の先進的取組みや
健康づくりに関する情報発
信・普及啓発等を実施す
る。
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

平成20年度実績第3期実施計画目標値
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第4期実施計画書目標

事業内容

第4期実施計画第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

(13) 鉄道駅舎エレベーター
等整備の推進
［建設部住宅計画課］

乗降客数の多い鉄道駅舎
へのエレベーター等の設
置を推進する。

１０３ 駅
（平成17年3月31日）

引き続き推進 １１１駅
（平成18年3月31日）

１２１ 駅
（平成19年３月31日）

１３９駅
(平成２０年３月31日）

― (12) 鉄道駅舎エレベーター
等整備の推進
［建設部住宅計画課］

乗降客数の多い鉄道駅舎
へのエレベーター等の設
置を推進する。

１４８駅

(14) 高齢者の入居に適した
公共賃貸住宅の整備
［建設部公営住宅課］

シルバーハウジングやコレ
クティブ住宅など、緊急通
報システムや共同空間等
が設置された公共賃貸住
宅を整備する。

１，０９９　戸 福祉施策と連携を
図りつつ推進

１，１２３　戸 １，１９３戸 １，２０８戸 ―

(15) 高齢者向け民間賃貸
住宅の整備
［建設部住宅計画課］

緊急通報装置等が設置さ
れ、入居者の求めに応じて
サービス提供のできる高齢
者向け賃貸住宅の整備に
対し補助する。

３１４　戸
高齢者向け優良賃貸住
宅供給計画認定数（699
戸）

引き続き推進

（平成19年度で整備は終
了）

３６８戸
高齢者向け優良賃貸住
宅供給計画認定数（726
戸）

４６７戸
高齢者向け優良賃貸住
宅供給計画認定数（756
戸）

477戸
高齢者向け優良賃貸住
宅供給計画認定数（756
戸）

―

地域優良賃貸住宅の
整備
［建設部住宅計画課］

緊急通報装置等が設置さ
れ、入居者の求めに応じて
サービス提供のできる地域
優良賃貸住宅の整備に対
し補助する。

0戸
地域優良賃貸住宅供給
計画認定数（0戸）

整備推進 0戸
地域優良賃貸住宅供給
計画認定数（0戸）

0戸
地域優良賃貸住宅供給
計画認定数（0戸）

52戸
地域優良賃貸住宅供給
計画認定数（52戸）

―

(16) あいち電子自治体推
進協議会の構成団体
の所有するホームペー
ジのWebアクセシビリ
ティの向上
［地域振興部情報企画
課］

アクセシビリティガイドライ
ンを策定し、周知を図る。

平成17年11月11日に「ア
クセシビリティの向上に向
けたホームページ作成ガ
イドライン」を策定した。

引き続き推進 あいち電子自治体推進
協議会の構成団体に向
けて、「アクセシビリティの
向上に向けたホームペー
ジ作成ガイドライン」の中
のチェックシートを実施す
ることにより、ガイドライン
の周知を図ることができ
た。

平成19年8月27日に「アク
セシビリティの向上に向
けたホームページ作成講
習会」を開催、また
「ホームページにおける
アクセシビリティ対応調
査」を実施し、事業目標
であるガイドラインの周知
が達成された。
（名古屋市を除く）

平成20年10月28日に「ア
クセシビリティの向上に向
けたホームページ作成講
習会」を開催、また「ホー
ムページにおけるアクセ
シビリティ対応調査」を実
施し、事業目標であるガ
イドラインの周知が達成さ
れた。

―

(13) 人にやさしい街づくりア
ドバイザー養成の推進
[建設部住宅計画課]

連続講座を開催し、アドバ
イザーとして人にやさしい
街づくりの担い手となる人
材を養成する。

登録累計
９６０名

(17) こころの健康フェスティ
バルの開催
［健康福祉部障害福祉
課］

精神障害者のノーマライ
ゼーションの実現に向け、
県民の心の健康への関心
を深めるフェスティバルを
開催する。

４か所で開催 地域開催の充実 ４か所 ４か所 ３ヶ所 －



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野１　生涯を通じた健康づくりの推進と自立を支える福祉環境の構築

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

平成20年度実績第3期実施計画目標値
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第4期実施計画書目標

事業内容

第4期実施計画第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

(18) HIV感染予防とエイズ
患者に対する偏見・差
別の解消の推進
［健康福祉部健康対策
課］

広く県民に対してエイズに
関する正しい知識の普及
を図ることによって、ＨＩＶ感
染予防とエイズ患者・ＨＩＶ
感染者に対する偏見や差
別の解消を推進する。ま
た、感染について不安のあ
る者に対して心のケアを行
う。

・二十歳のHIV休日迅速
検査(104件)
・成人式会場で新成人に
エイズ予防啓発リーフレッ
ト配布(34,479部)
・トレーマットを利用したエ
イズ予防啓発
・エイズキャンペーン
(11月26日実施）
・ポスターコンクール
(11月26日実施）
・抗体検査(2,144件)

引き続き推進 ・HIV即日検査の実施
（1,277件）
・大学新入学生等にエイ
ズ予防啓発リーフレット配
布（46,975部）
・電車中吊り広告等を利
用した予防啓発（平成18
年7月24日から30日まで
実施）
・エイズキャンペーン（平
成18年11月25日実施）
・ポスターコンクール（平
成18年11月25日実施）
・抗体検査（即日検査を
含む）（2,863件）

・HIV検査普及週間中の
即日検査の実施（４保健
所でイベント検査会実施）
・大学新入学生等にエイ
ズ予防啓発リーフレット配
布（63,425部）
・映画幕間広告を利用し
た予防啓発
・エイズキャンペーン
・ポスターコンクール
・抗体検査（HIV検査普
及週間を含む）（4,479
件）

・HIV検査普及週間中の
休日即日検査の実施（４
保健所でイベント検査会
実施）
・大学新入学生等にエイ
ズ予防啓発リーフレット配
布（20,000部）
・ネット広告を利用した予
防啓発
・エイズキャンペーン（11
月29日実施）
・ポスターコンクール（11
月29日実施）
・抗体検査（4,658件）

―

(19) ハンセン病の正しい理
解の推進
［健康福祉部健康対策
課］

一般県民への知識啓発活
動により、偏見・差別の解
消を図る。

・リーフレット40,000部作
成配布
・厚生労働省主催｢第２回
ハンセン病問題に関する
シンポジウム」への共催
・各種啓発講演会等への
講師派遣や後援

引き続き推進 ・リーフレット40,000部
作成配布

・リーフレット40,000部作
成、配布
 ・「ハンセン病問題を考
える講演と映画の会」を
開催

・リーフレット40,000部 作
成配布
 ・小笠原登博士生誕120
周年記念集会「小笠原登
博士の墓参・ふるさと交
流会」「ハンセン病問題啓
発講演会」の後援

―



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表 （様式1）

　分野２　子どもが健やかに育ち、子育てに夢をもてる、環境づくりの推進

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦(=②)

(20) 不妊専門相談の実施
［健康福祉部児童家庭
課］

不妊に悩む夫婦に対し、
治療に関する情報提供や
専門的相談に応じる。

相談事業(3/31現在)
　・電話相談(445件)
　・面接相談(43件)

（名古屋市、中核市を除
く）

引き続き推進 相談事業
　・電話相談（606件）
　・面接相談（ 58件）

（名古屋市、中核市を除く）

相談事業
　・電話相談(802件）
　・面接相談（ 69件）

（名古屋市、中核市を除く）

相談事業
　・電話相談（７４４件）
　・面接相談（４４件）

（名古屋市、中核市を除く）

― (14) 不妊専門相談の実施
［健康福祉部児童家庭
課］

引き続き推進

(21) 思春期保健対策のた
めのネットワークの構
築
［健康福祉部児童家庭
課］

思春期保健の問題解決に
向けて、関係団体等の参
加による会議を活用し連携
を図る。

― 思春期保健対策検討委
員会の設置
（名古屋市を除く）

思春期保健対策検討委員
会の開催（1回）
（名古屋市を除く）

思春期保健対策検討委員
会の開催(１回）
（名古屋市を除く）

思春期保健対策検討委員
会の開催（1回）
（名古屋市を除く）

― (15) 思春期保健対策のた
めのネットワークの構
築
［健康福祉部児童家庭
課］

思春期保健対策検討委員会
の設置

(22) 未熟児の相談指導
［健康福祉部児童家庭
課］

身体の発育が未熟のまま
出生した児に対して、児の
成長発達を促し、養育上の
相談に対応するために家
庭訪問を行う。

未熟児の訪問指導率
８９．５　％
（名古屋市、中核市を除
く）

未熟児の訪問指導率
１００　％
（名古屋市、中核市を除
く）

９４．５　%
（名古屋市、中核市を除く）

９８．４　％
（名古屋市、中核市を除く）

１００　％
（名古屋市、中核市を除く）

１００ (16) 未熟児の相談指導
［健康福祉部児童家庭
課］

未熟児の訪問指導率
１００％

(23) 児童館・児童センター
の整備
［健康福祉部子育て支
援課］

子どもが安心して遊ぶこと
ができ、子ども会や、母親
クラブの拠点にもなる屋内
型児童厚生施設の整備を
促進する。

２７０　か所
（名古屋市を除く）

２８３　か所
（名古屋市を除く）

２７３　か所
（名古屋市を除く）

２７６か所
（名古屋市を除く）

２７４か所
（名古屋市を除く）

９６．８ (17) 児童館・児童センター
の整備
［健康福祉部子育て支
援課］

２８３ か所
（中核市を含む）

(24) スクールカウンセラー
の配置の推進
［教育委員会義務教育
課］

いじめ、不登校、暴力行為
等の問題行動を未然に防
止及び解決し、生徒の健
全育成を図るために、臨床
心理の専門家であるスクー
ルカウンセラーを配置す
る。

中学校　２３７　校
（名古屋市を除く）

計画的に全公立中学校
（３学級以上）に配置
（名古屋市を除く）

全公立中学校に配置
３０２　校
配置率　１００％
（名古屋市を除く）

全公立中学校に配置
３０４　校
配置率　１００％
（名古屋市を除く）

全公立中学校に配置
３０３　校
配置率　１００％
（名古屋市を除く）

１００．０ (18) スクールカウンセラー
の配置の推進
［教育委員会義務教育
課］

計画的に全公立中学校
（３学級以上）に配置
（中核市を含む）

第4期実施計画第3期実施計画

平成20年度実績第3期実施計画目標値 第4期実施計画書目標
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

特定不妊治療費助成事
業費
 ・特定不妊治療（体外受
精・顕微授精）に対する
助成金の交付
  (1,096件）

一般不妊治療費助成
事業費補助金
 ・一般不妊治療（ホル
モン療法・人工授精等）
に対する助成金の交付
  (5,920件）

特定不妊治療費助成事
業費
 ・特定不妊治療（体外受
精・顕微授精）に対する
助成金の交付
  (1,096件）

特定不妊治療費助成
事業費
 ・特定不妊治療（体外
受精・顕微授精）に対
する助成金の交付
  (3,386件）

一般不妊治療費助成
事業費補助金
 ・一般不妊治療（ホル
モン療法・人工授精等）
に対する助成金の交付
  (4,701件）

特定不妊治療費助成
事業費
 ・特定不妊治療（体外
受精・顕微授精）に対
する助成金の交付
(2,656件）

一般不妊治療費助成
事業費補助金
 ・一般不妊治療（ホル
モン療法・人工授精等）
に対する助成金の交付
 (2,821件）

特定不妊治療費助成
事業費
 ・特定不妊治療（体外
受精・顕微授精）に対
する助成金の交付
  (1,411件）



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表 （様式1）

　分野２　子どもが健やかに育ち、子育てに夢をもてる、環境づくりの推進

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦(=②)

第4期実施計画第3期実施計画

平成20年度実績第3期実施計画目標値 第4期実施計画書目標
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

(25) 児童虐待への適切な
対応の推進
［健康福祉部児童家庭
課］

児童虐待の予防、早期発
見、早期の適切な対応など
児童虐待防止に向けた取
組を推進する。

・市町村児童相談体制の
支援
・児童虐待対応弁護士、
児童虐待対応協力員、児
童虐待対応法医学専門
医師、児童虐待対応精神
科医師の配置
・関係機関連絡調整会
議、危機児童・家庭サ
ポートチームの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の
配置
一時保護委託施設の支
援
・主任児童委員等研修会
の実施
・ＮＰＯとの連携
・虐待防止のための啓発

・虐待防止シンポジウム
の開催
・児童福祉司の増員（5
名）

（名古屋市を除く）

・市町村児童相談体制の
支援
・児童虐待対応弁護士、
児童虐待対応協力員、児
童虐待対応法医学専門
医師、児童虐待対応精神
科医師の配置
・関係機関連絡調整会
議、危機児童・家庭サ
ポートチームの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の
配置
・一時保護委託施設の支
援
・主任児童委員等研修会
の実施
・ＮＰＯとの連携
・虐待防止のための啓発
・虐待関係機関の専門機
能の強化
・里親の委託促進
・電話相談の充実
・要保護児童対策協議会
の設置

（名古屋市を除く）

・市町村児童相談体制の
支援
・児童虐待対応弁護士、児
童虐待対応協力員、児童
虐待対応法医学専門医
師、児童虐待対応精神科
医師の配置
・関係機関連絡調整会議、
危機児童・家庭サポート
チームの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の
配置
・一時保護委託施設の支
援
・主任児童委員等研修会
の実施
・ＮＰＯとの連携
・虐待関係機関の専門機
能の強化
・里親の委託促進
・電話相談の充実
・要保護児童対策協議会
の設置
・スーパーバイザーの増員
（3名）

（名古屋市を除く）

・児童虐待対応弁護士、児
童虐待対応協力員、児童
虐待対応法医学専門医
師、児童虐待対応精神科
医師の配置
・関係機関連絡調整会議、
危機児童・家庭サポート
チームの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の
配置
・一時保護委託施設の支
援
・主任児童委員等研修会
の実施
・ＮＰＯとの連携（市町村等
関係者セミナー）
・被虐待児家庭復帰プログ
ラムの検討
・里親の委託促進
・電話相談の充実
・要保護児童対策協議会
の設置
・スーパーバイザーの増員
（1名）
・児童福祉司の増員（１名）
・児童心理司の増員（３名）

（名古屋市を除く）

・児童虐待対応弁護士、被
虐待児家庭復帰支援員、
児童虐待対応法医学専門
医師、児童虐待対応精神
科医師の配置
・関係機関連絡調整会議、
危機児童・家庭サポート
チームの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の
配置
・一時保護委託施設の支
援
・主任児童委員等研修会
の実施
・ＮＰＯとの連携（市町村等
関係者セミナー）
・被虐待児家庭復帰プログ
ラムの検討
・オレンジリボンキャンペー
ンの実施
・里親の委託促進
・電話相談の充実
・要保護児童対策協議会
の設置
・スーパーバイザーの増員
・児童福祉司の増員
・児童心理司の増員

― (19) 児童虐待への適切な
対応の推進
［健康福祉部児童家庭
課］

・市町村児童相談体制の支
援
・児童虐待対応弁護士、児
童虐待対応協力員、児童虐
待対応法医学専門医師、児
童虐待対応精神科医師の配
置
・関係機関連絡調整会議、
危機児童・家庭サポートチー
ムの設置
・里親の支援
・一時保護所心理職員の配
置
・一時保護委託施設の支援
・主任児童委員等研修会の
実施
・ＮＰＯとの連携
・虐待防止のための啓発
・虐待関係機関の専門機能
の強化
・里親の委託促進
・電話相談の充実
・要保護児童対策協議会の
設置

(26) 地域の実情に応じた保
育所定員の確保(低年
齢児保育実施児童数)
［健康福祉部子育て支
援課］

０歳児から２歳児までの低
年齢児の受入れ拡大を促
進する。

１３，４５８　人
（名古屋市、中核市を除
く）

１７，４００　人
（名古屋市、中核市を除
く）

１３，６０９　人
（名古屋市、中核市を除く）

１３，８５８人
（名古屋市、中核市を除く）

１４，８０４人
（名古屋市、中核市を除く）

８５．１ (20) 地域の実情に応じた保
育所定員の確保(低年
齢児保育実施児童数)
［健康福祉部子育て支
援課］

１７，４００人

(27) 休日保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

日曜日や祝日の保育を実
施する保育所の拡充を促
進する。

９　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

３５　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

１２　か所
（名古屋市、中核市を除く）

１４か所
（名古屋市、中核市を除く）

１６か所
（名古屋市、中核市を除く）

４５．７ (21) 休日保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

３５ か所

(28) 夜間保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

夜間の保育を実施する保
育所の増加を図る。

－ １　か所 0　か所 － ０か所 ０．０ (22) 夜間保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

１ か所

(29) 特定保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

保護者の断続的な就労等
に対応した一時預かりを実
施する保育所の拡充を促
進する。

５　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

２１　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

１０　か所
（名古屋市、中核市を除く）

２２か所
（名古屋市、中核市を除く）

３４か所
（名古屋市、中核市を除く）

１６１．９ (23) 特定保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

２１ か所

(30) 一時保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

保護者の急病や育児疲れ
解消等に対応した一時預
かりを実施する保育所の拡
充を促進する。

１６１　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

１９７　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

１７４　か所
（名古屋市、中核市を除く）

１９０か所
（名古屋市、中核市を除く）

２１８か所
（名古屋市、中核市を除く）

１１０．７ (24) 一時保育の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

１９７ か所



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表 （様式1）

　分野２　子どもが健やかに育ち、子育てに夢をもてる、環境づくりの推進

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦(=②)

第4期実施計画第3期実施計画

平成20年度実績第3期実施計画目標値 第4期実施計画書目標
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

(31) 地域子育て支援セン
ターの設置の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

地域全体で子育て家庭を
支援する中核的施設とし
て、保育所等に設置され、
育児相談や子育てサーク
ルの支援等を行うセンター
の設置を促進する。

６９　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

１０７　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

８１　か所
（名古屋市、中核市を除く）

８６か所
（名古屋市、中核市を除く）

１００か所
（名古屋市、中核市を除く）

９３．５ (25) 地域子育て支援セン
ターの設置の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

１０７ か所

(32) 放課後児童健全育成
事業の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

就労などにより昼間保護者
のいない小学校低学年の
子どもたちが、放課後に安
全な場所で遊びを通じて
自主性や社会性を養うこと
ができるように、児童クラブ
の普及を図る。

４４４　クラブ
（名古屋市、中核市を除
く）

４９６　クラブ
（名古屋市、中核市を除
く）

４６５　クラブ
（名古屋市、中核市を除く）

４９２　クラブ
（名古屋市、中核市を除く）

５３７　クラブ
（名古屋市、中核市を除く）

１０８．３ (26) 放課後児童健全育成
事業の促進
［健康福祉部子育て支
援課］

４９６ クラブ

(33) 母子自立支援員による
相談業務の実施
［健康福祉部児童家庭
課］

母子家庭等が自立できる
ための相談業務を実施す
る。

２６，７１１　件 ２６，０００　件 ２３，５２８　件 ２４，８１９件 ３１，３９１　件 １２０．７ (27) 母子自立支援員による
相談業務の実施
［健康福祉部児童家庭
課］

２６，０００ 件
（名古屋市、中核市を含む）

(34) 就業支援講習会の開
催
［健康福祉部児童家庭
課］

母子家庭の母が就業する
ための就業支援講習会を
開催する。

開催数　１８　回
参加人数　３８０　人

開催数　１３　回
参加人数　２６０　人

開催数　２１　回
参加人数　４４３　人

開催数　２１　回
参加人数　４４７　人

開催数　　２１　回
参加人数　３８１　人

１６１．５
１４６．５

(28) 就業支援講習会の開
催
［健康福祉部児童家庭
課］

開催数　１３ 回
参加人数　２６０ 人
（名古屋市、中核市を含む）

(35) 母子自立支援給付金
の給付状況（高等技能
訓練促進費）
［健康福祉部児童家庭
課］

母子家庭の母の資格取得
を支援するための給付金を
支給する。

２３　人 ５２　人 ５４　人 ５５　人 １０１　人 １９４．２ (29) 母子自立支援給付金
の給付状況（高等技能
訓練促進費）
［健康福祉部児童家庭
課］

５２ 人
（名古屋市、中核市を含む）

(36) 「あいち　子育て・子育
ち応援プラン」の基本
目標の達成のための
広報・啓発の推進
［健康福祉部子育て支
援課］

「子育て家庭・子育ち過程
を社会全体で支える仕組
みの構築」に向け、学校、
職場、地域など社会全体
が取り組み、子育ての意義
を高く評価していこうという
気運の醸成のための広報・
啓発を行う。

・みんなで子育て推進モ
デル事業の実施
・ワークショップの開催
・子育て支援情報「あいち
子育てネット」の内容充実

広報・啓発活動の展開 ・子育て情報への一元的
な入り口（ポータルサイト）
となるホームページの作成
・「父子手帳」の作成
・子育て・子育ち推進プロ
グラムの実施
・「まんが・次代を担う子ど
ものために」の作成
・子育て支援連携強化モ
デル事業の実施

・子育て情報への一元的
な入り口（ポータルサイト）
となるホームページの運営
・「父子手帳」の作成・配付
・「まんが・次代を担う子ど
ものために」の配付
・子育て支援連携強化モ
デル事業の実施
・みんなで子育て推進ワー
クショップの開催
・少子化を考える県民大会
の開催

・子育て情報への一元的
な入り口（ポータルサイト）
となるホームページの運営
・「父子手帳」の作成・配付
・「まんが・次代を担う子ど
ものために」の作成・配付
・みんなで子育て推進ワー
クショップの開催

－ (30) 「あいち　子育て・子育
ち応援プラン」の基本
目標の達成のための
広報・啓発の推進
［健康福祉部子育て支
援課］

広報・啓発活動の展開



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野３　障害者の主体性を尊重した保健福祉サービスの確立

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑧

(31) 先天性代謝異常等検
査の推進
[健康福祉部障害福祉
課]

新生児を対象に先天性代
謝異常等検査を行い、異
常を早期に発見し、早期に
治療を行うことにより知的
障害等を予防する。

検査の実施率
１００　％

(37) 児童デイサービス事業
の推進
［健康福祉部障害福祉
課］

日常生活における基本的
な動作の指導、集団生活
への適応訓練等を行う児
童デイサービス事業の充
実を図る。

１０，３００　人日／月 １６，８０１人日／月 １６，６２０　人日／月 １８，３７１人／月 ２２，５７４人日／月 １３４．４

(38) 高等部重複障害学級
の設置推進
［教育委員会特別支援
教育課］

高等部重複障害学級を増
級するとともに病弱養護学
校及び聾学校に拡大す
る。

高等養護学校を除くすべ
ての盲学校・知的障害養
護学校・肢体不自由養護
学校に設置（２１校）

高等養護学校を除くすべ
ての特別支援学校に設
置（２６校）

高等養護学校を除くすべ
ての盲学校・知的障害養
護学校・肢体不自由養護
学校に設置（２１校）

高等養護学校を除くすべ
ての盲学校・知的障害養
護学校・肢体不自由養護
学校に設置（２１校）

高等養護学校を除くすべ
ての特別支援学校に設
置（２１校）

８０．１

(32) 障害児等療育支援事
業による支援
[健康福祉部障害福祉
課]

在宅障害児（者）が、身近
な地域で療育指導、相談
等が受けられるよう、指定さ
れた障害児（者）施設の専
門スタッフが地域を巡回
し、あるいは外来により、保
護者や関係者に面接して
療養上の指導・助言を実
施する。

（平成23年度までの目
標）

１３か所

(33) 発達障害支援指導者
の養成
[健康福祉部障害福祉
課]

「発達障害支援を担う人材
の育成計画」による研修の
受講者を「発達障害支援
指導者」として認定する。
平成２１年度までに全市町
村での認定を目標として人
材育成を進める。

６０町村

(39) メンタルヘルス相談窓
口の開設
［健康福祉部障害福祉
課］

自殺・ひきこもりなどメンタ
ルヘルス関連の相談を毎
日実施する。

全保健所
月４回及び随時

全保健所
毎週月曜日～金曜日（祝
日を除く）

精神保健福祉相談として
全保健所
月４回及び随時

メンタルヘルス相談窓口
の開設
全保健所
毎週月曜日～金曜日（祝
日を除く）

メンタルヘルス相談窓口
の開設
全保健所
毎週月曜日～金曜日（祝
日を除く）

― (34) メンタルヘルス相談の
継続実施
［健康福祉部障害福祉
課］

自殺・ひきこもりなどメンタ
ルヘルス関連の相談を毎
日実施する。

精神保健福祉センター、
県保健所
年間　約２２，０００件

(40) グループホーム・ケア
ホームの整備
［健康福祉部障害福祉
課］

知的障害者・精神障害者
に対し、主として夜間に、
共同生活を行う住居にお
いて支援を行うグループ
ホーム・ケアホームの充実
を図る。

定員
１，１４２　人

１，８２０人／月 １，２６１人／月 １，４６０人／月 １，６９８人／月 ９３．３ (35) グループホーム・ケア
ホームの整備
［健康福祉部障害福祉
課］

知的障害者・精神障害者
に対し、主として夜間に、
共同生活を行う住居にお
いて支援を行うグループ
ホーム・ケアホームの充実
を図る。

（平成23年度末まで目
標）

２，８７５人／月
(名古屋市、中核市を含
む)

(41) 自立訓練（機能訓練）
事業の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

身体障害者に対し、一定
期間、身体機能又は生活
能力の向上のために必要
な訓練を行う自立訓練（機
能訓練）事業の充実を図
る。

― ４，３４５人日／月 ４４０人日／月 １３２人日／月 １，１２２人日／月 ２５．８

(42) 自立訓練（生活訓練）
事業の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

知的障害者又は精神障害
者に対し、一定期間、日常
の生活能力の向上のため
に必要な訓練を行う自立
訓練（生活訓練）事業の充
実を図る。

― ９，２１４人日／月 ７４８人日／月 １，８４８人日／月 ３，５８６人日／月 38.9

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値 平成20年度実績

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第4期実施計画

事業内容
第4期実施計画書目標



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野３　障害者の主体性を尊重した保健福祉サービスの確立

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑧

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値 平成20年度実績

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第4期実施計画

事業内容
第4期実施計画書目標

(43) 精神障害者退院促進
支援事業の推進
［健康福祉部障害福祉
課］

精神科病院内における対
象者に対する退院への啓
発活動や退院に向けた個
別支援計画の作成、院外
活動に係る同行支援など
を行う。

― 実施か所数
８　か所
利用見込み者数
１６０　人 ―

実施か所数
４か所
利用者数
３７人

実施か所数
６か所
利用者数
６９人

７５．０

４３．１

(36) 精神障害者地域移行
支援特別対策事業の
推進
［健康福祉部障害福祉
課］

精神科病院内における対
象者に対する退院への啓
発活動や退院に向けた個
別支援計画の作成、院外
活動に係る同行支援など
を行う。

（平成23年度末まで目
標）
退院者数　８４人
（第２期障害福祉計画に
合わせ、目標値を事業に
よる退院者数に変更）

(44) 訪問系サービスの充実
［健康福祉部障害福祉
課］

居宅介護・重度訪問介護・
行動援護・重度障害者等
包括支援の訪問系サービ
スの充実を図る。

１４８，４９９時間／月
(移動介護を除く）

２１０，０５７時間／月 １８８，０９０時間／月 ２０３，４９８時間／月 ２１８，８０１時間／月 １０４．２

(45) 短期入所事業の充実
［健康福祉部障害福祉
課］

介護者が病気の場合など
に、障害者支援施設など
へ短期間入所させ、入浴、
排せつ、食事の介護などを
行う短期入所事業の充実
を図る。

７，０９２人日／月 ９，４６７人日／月 ８，３４６人日／月 ８，７７５人日／月 ９，１０６人日／月 ９６．２

(46) 生活介護事業の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

常時介護を要する障害者
に、主として昼間に、障害
者支援施設等で、入浴、排
せつ又は食事の介護、創
作的活動又は生産活動の
機会の提供を行う生活介
護事業の充実を図る。

― ９３，９１５　人日／月 １９，１４０　人日／月 ４４，１５４人日／月 ６７，３２０人日／月 ７１．７

(47) 療養介護事業の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

医療を要する障害者で
あって常時介護を要する者
に対し、主として昼間にお
いて病院で、機能訓練、療
養上の管理、看護、医学的
管理下における介護及び
日常生活の世話を行う。

― ６２　人／月 　４９　人／月 ５４人／月 ４９人／月 ７９．０

(48) 施設入所支援の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

旧体系の入所施設から、
施設に入所する障害者に
対し、主として夜間に、入
浴、排せつ、又は食事の介
護等を行う新体系の施設
入所支援への移行を進め
る。

― ２，０３６人／月 　８０　人／月 ４６０人／月 ８３６人／月 ４１．１ (37) 施設入所支援の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

旧体系の入所施設から、
施設に入所する障害者に
対し、主として夜間に、入
浴、排せつ、又は食事の介
護等を行う新体系の施設
入所支援への移行を進め
る。

（平成23年度末まで目
標）

３，９８１人／月

(49) 高次脳機能障害支援
普及事業の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

高次脳機能障害者への支
援拠点機関を置き、高次
脳機能障害者に対する専
門的な相談支援、関係機
関との地域支援ネットワー
クの充実、高次脳機能障
害に関する研修等を行う。

― 実施か所数
１　か所

実施か所数
１　か所

実施か所数
１か所

実施か所数
１か所

１００．０

(50) 指定相談支援事業の
実施
［健康福祉部障害福祉
課］

特に計画的な支援を必要
とする者を対象として、
サービスの利用のあっせ
ん、調整、生活全般の相談
等を行い、サービス利用計
画を作成する指定相談支
援事業の利用促進を図る。

― １，２７２　人／月 　６１　人／月 １３７人／月 １８８人／月 １４．８



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野３　障害者の主体性を尊重した保健福祉サービスの確立

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑧

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値 平成20年度実績

第3期
実施計画
達成率

平成19年度実績平成18年度実績

第3期実施計画

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業

第4期実施計画

事業内容
第4期実施計画書目標

(51) 障害者雇用の促進
［産業労働部就業促進
課］

企業への周知・啓発等を
行うことにより、障害者雇用
の促進と職場定着を図る。

民間企業に雇用されてい
る障害者数
１７，３０６　人

民間企業に雇用されてい
る障害者数
１８，２００　人

１７，８０９人 １９，０５９人 ２０，７２９人 １１３．９ (38) 障害者雇用の促進
［産業労働部就業促進
課］

企業への周知・啓発等を
行うことにより、障害者雇用
の促進と職場定着を図る。

２２，０００人

(52) 障害者就業・生活支援
センターの設置拡大
［健康福祉部障害福祉
課］
［産業労働部就業促進
課］

職業生活における自立を
図るため、継続的な支援を
必要とする障害者に対し、
市町村レベルでの職業リハ
ビリテーションを提供するた
め、障害者就業・生活支援
センターを指定する（名古
屋市障害者雇用支援セン
ター、豊田市障害者就労
生活支援センターを含
む）。

５　か所 ７　か所 ５　か所 ６か所 ８　か所 １１４．３ (39) 障害者就業・生活支援
センターの設置拡大
［健康福祉部障害福祉
課］
［産業労働部就業促進
課］

職業生活における自立を
図るため、継続的な支援を
必要とする障害者に対し、
市町村レベルでの職業リハ
ビリテーションを提供するた
め、障害者就業・生活支援
センターを指定する（名古
屋市障害者雇用支援セン
ター、豊田市障害者就労
生活支援センターを含
む）。

（平成２３年度までの目
標）
１１か所

(53) 就労移行支援事業の
実施
［健康福祉部障害福祉
課］

一般企業等への就労を希
望する障害者に、一定期
間、就労に必要な知識及
び能力の向上のために必
要な訓練を行う就労移行
支援事業の充実を図る。

― ２１，５１２　人日／月 １，７６０　人日／月 ８，５５８人日／月 １４，１０２人日／月 ６５．５

(54) 就労継続支援事業（Ａ
型）の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

一般企業等での就労が困
難な障害者に、雇用契約
に基づいて働く場を提供す
るとともに、知識及び能力
の向上のために必要な訓
練を行う就労継続支援（A
型）の充実を図る。

― ７，２９８　人日／月 １，４３０　人日／月 ２，５９６人日／月 ７，３４８人日／月 １１０．７

(55) 就労継続支援事業（Ｂ
型）の実施
［健康福祉部障害福祉
課］

一般企業等での就労が困
難な障害者や、一定の年
齢に達している障害者に
一定の賃金水準のもとで、
働く場や、生産活動の機会
を提供するとともに、知識
及び能力の向上・維持を
図る就労継続支援（B型）
の充実を図る。

― ４５，２８０　人日／月 ４，８４０　人日／月 ２１，４５０人日／月 ３４，３２０人日／月 ７５．８



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野４　高齢者が健康で生きがいをもち、安心して暮らせる社会の実現

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

(56) 居宅介護支援事業
［健康福祉部高齢福祉
課］

利用見込み人数
１０４，９４５　人

利用見込み人数
７３，０４５　人

利用人数
８１，３０４人

利用人数
８０，２５７　人

利用見込み人数
８２，７５８　人

１１３．３ (40) 居宅介護支援事業
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護支援専門員
３，８８４　人

介護支援専門員
４，３７０　人

介護支援専門員
３，９６８　人

介護支援専門員
４，１９５　人

介護支援専門員
４，２０４　人

９６．２ （平成23年度までの目
標）

介護支援専門員
目標数　４，８３７人

(57) 訪問介護（ホームヘル
プ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

居宅において、介護やそ
の他の日常生活上の援助
をする訪問介護の充実を
図る。

６，０９３，２１４　回/年 ５，９１０，１６３　回/年 ５，４３７，２３０　回/年 ４，８５４，８４８　回/年 ４，７６５，９８３　回/年 ８０．６ (41) 訪問介護（ホームヘル
プ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

居宅において、介護やそ
の他の日常生活上の援助
をする訪問介護の充実を
図る。

（平成23年度までの目
標）

５，７９０，０６５　回/年

(58) 訪問入浴介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

居宅において、巡回入浴
車等による入浴介護の充
実を図る。

２７１，７１２　回/年 ３３８，７１２　回／年 ２６１，４５９　回/年 ２５３，１３１　回/年 ２５０，９６２　回/年 ７４．１

(59) 訪問看護
［健康福祉部高齢福祉
課］

居宅において、療養上の
世話と診療の補助などを行
う訪問看護の充実を図る。

７０５，３３６　回/年 ７２０，４７２　回／年 ６７５，０９４　回/年 ６３８，８４９　回/年 ６５５，７０４　回/年 ９１．０

(60) 通所介護（デイサービ
ス）
［健康福祉部高齢福祉
課］

デイサービスセンター等で
の食事や入浴などのサー
ビス提供の充実を図る。

４，４１３，６０３　回/年 ３，３５８，５５２　回／年 ４，４３３，３５９　回/年 ４，５３３，４８７　回/年 ４，８６２，７１６　回/年 １４４．８ (42) 通所介護（デイサービ
ス）
［健康福祉部高齢福祉
課］

デイサービスセンター等で
の食事や入浴などのサー
ビス提供の充実を図る。

（平成23年度までの目
標）

５，８４８，４２５　回/年

(61) 通所リハビリテーション
（デイケア）
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護老人保健施設等で行
う医学的管理下でのリハビ
リテーションの充実を図る。

１，６５３，８６９　回/年 １，３８７，４１４　回／年 １，６４６，０７２　回/年 １，６６０，４５９　回/年 １，７１０，８９４　回/年 １２３．３

(62) 短期入所生活介護・短
期入所療養介護
（ショートステイ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム）や介護老
人保健施設等において短
期間入所し、日常生活の
介護などを行うサービス提
供の充実を図る。

１，２７８，９８６　日/年 １，３５７，５８２　日／年 １，４１７，４１０日/年 １，５４８，１４３日/年 １，６５６，５７３　日/年 １２２．０ (43) 短期入所生活介護・短
期入所療養介護
（ショートステイ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム）や介護老
人保健施設等において短
期間入所し、日常生活の
介護などを行うサービス提
供の充実を図る。

（平成23年度までの目
標）

２，１０２，２０６　日/年

(44) 介護予防訪問介護
（ホームヘルプ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

居宅において、介護やそ
の他の日常生活上の援助
をする訪問介護の充実を
図る。

（平成23年度までの目
標）

２１３，０１６　人/年

(45) 介護予防通所介護（デ
イサービス）
［健康福祉部高齢福祉
課］

デイサービスセンター等で
の食事や入浴などのサー
ビス提供の充実を図る。

（平成23年度までの目
標）

１８２，５７７　人/年

第4期実施計画第3期実施計画

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業 事業内容

平成20年度実績

要介護者等が介護サービ
スを適切に利用できるよう、
居宅介護支援事業所に所
属する介護支援専門員が
要介護者等の心身の状況
や環境を評価し、本人及び
家族の希望を勘案して、介
護サービス等の種類や内
容を定めた「介護サービス
計画」（ケアプラン）を作成
する。

平成19年度実績平成18年度実績 第4期実施計画書目標

要介護者が介護サービス
を適切に利用できるよう、
居宅介護支援事業所に所
属する介護支援専門員が
要介護者の心身の状況や
環境を評価し、本人及び家
族の希望を勘案して、介護
サービス等の種類や内容
を定めた「居宅介護サービ
ス計画」（ケアプラン）を作
成する。

第3期
実施計画
達成率



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野４　高齢者が健康で生きがいをもち、安心して暮らせる社会の実現

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

第4期実施計画第3期実施計画

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業 事業内容

平成20年度実績平成19年度実績平成18年度実績 第4期実施計画書目標
第3期
実施計画
達成率

(46) 介護予防短期入所生
活介護・介護予防短期
入所療養介護（ショート
ステイ）
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム）や介護老
人保健施設等において短
期間入所し、日常生活の
介護などを行うサービス提
供の充実を図る。

（平成23年度までの目
標）

４７，８９７　日/年

(63) 夜間対応型訪問介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

― ５０９，２５８　回 １，２１０　回 ２，６５２　回/年 ４，００３　回/年 ０．８

(64) 認知症対応型通所介
護
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

― ３４８，５６０　回 １３４，８２８　回 １５６，７１０回/年 １８０，３１３　回/年 ５１．７

(65) 小規模多機能型居宅
介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

― ７４６，１７０　回 １１，４５２　回 ８３，２３０　回/年 １５１，６７７　回/年 ２０．３

(66) 地域密着型特定施設
入居者生活介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

― ３５１　人 ４２　人 ６３　人 ７８　人 ２２．２

(67) 地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

― ７７７　人 ０　人 ２５　人 １６２　人 ２０．８

(68) 認知症対応型共同生
活介護（認知症高齢者
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）の整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

市町村計画に基づき利用
の促進を図る。

４，４７５　人 ４，９１７　人 ４，６８４　人 ４，９３８　人 ５，１９４　人 １０５．６

(69) 介護老人福祉施設（特
別養護老人ホーム）の
整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

常に介護が必要で、自宅
での生活が困難な者が入
所し、介護等の世話を行う
施設を整備する。

１５，２３７　人 １８，５３３　人 １８，４４１　人 １８，４２３　人 １８，３７３　人 ９９．１ (47) 介護老人福祉施設（特
別養護老人ホーム）
［健康福祉部高齢福祉
課］

常に介護が必要で、自宅
での生活が困難な者が入
所し、介護等の世話を行う
施設を整備する。

（平成23年度までの目
標）

２０，１８４人

(70) 介護老人保健施設の
整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

病状が安定している者が、
看護や介護等のサービス
を利用できる施設を整備す
る。

１４，９６１　人 １６，２３８　人 １６，０２２　人 １６，０６９　人 １６，０４５　人 ９８．８ (48) 介護老人保健施設
［健康福祉部高齢福祉
課］

病状が安定している者が、
看護や介護等のサービス
を利用できる施設を整備す
る。

（平成23年度までの目
標）

１７，２５６人



２１世紀あいち福祉ビジョン第3期実施計画　主要事業の進捗状況一覧表

　分野４　高齢者が健康で生きがいをもち、安心して暮らせる社会の実現

① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

第4期実施計画第3期実施計画

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業 事業内容

平成20年度実績平成19年度実績平成18年度実績 第4期実施計画書目標
第3期
実施計画
達成率

(71) 介護療養型医療施設
の整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

急性期の治療を終え、長
期間の療養が必要な者が
利用できる施設を整備す
る。

４，９１５　人 ５，１９２　人 ４，６１１　人 ４，３６７　人 ３，９３５　人 ７５．８ (49) 介護療養型医療施設
［健康福祉部高齢福祉
課］

急性期の治療を終え、長
期間の療養が必要な者が
利用できる施設を整備す
る。

（平成23年度までの目
標）

0人

(72) 特定施設入居者生活
介護の整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護サービス計画に基づ
き療養が必要な者が利用
できる施設を整備する。

４，４１４　人 ４，６７４　人 ５，４３２人 ５，４９４人 ５，８６０　人 １２５．４ (50) 特定施設入居者生活
介護
［健康福祉部高齢福祉
課］

介護サービス計画に基づ
き療養が必要な者が利用
できる施設を整備する。

（平成23年度までの目
標）

７，４１４人

(51) 地域包括支援センター
［健康福祉部高齢福祉
課］

地域における介護予防拠
点として、高齢者の総合相
談、支援、権利擁護事業、
地域ケアの支援などを行
う。

（平成23年度までの目
標）
１８５か所

(52) 要介護認定の適正化
[健康福祉部高齢福祉
課]

市町村が認定調査を委託
している場合に調査が適
正に行われているかを点
検する。

認定調査状況チェック
実施率１００％

(53) ケアマネジメント等の適
切化
[健康福祉部高齢福祉
課]

ケアマネジャーが作成した
個別のケアプランの内容に
ついて第三者が点検・評
価する。利用者宅を個別に
訪問し、実態を確認・評価
する。

ケアプランチェック
実施率１００％
住宅改修実態調査
実施率１００％

(54) 事業者のサービス提供
体制及び介護報酬請
求の適正化[健康福祉
部高齢福祉課]

介護給付費請求情報と医
療情報との突合や、被保
険者ごとに複数月の給付
情報を確認することにより
請求内容の点検を行う。介
護サービス利用者へ介護
給付費通知を定期的 送

医療情報との突合・縦覧
点検
実施率１００％
介護給付費通知
実施率１００％

(55) 高齢者総合サポートセ
ンター（仮称）の設置
[健康福祉部高齢福祉
課]

認知症予防に関して市町
村等への支援や普及啓発
などを実施する。

設置

(56) 認知症サポーター等
養成
[健康福祉部高齢福祉
課]

認知症サポーター及び
キャラバンメイトを養成す
る。

（平成23年度までの目
標）
認知症サポーター
　６０，０００人
キャラバン・メイト
　１，０００人

(57) 地域医療支援体制
[健康福祉部高齢福祉
課]

認知症サポート医養成研
修へ派遣及び、かかりつけ
医に対する認知症診断の
知識・技術の習得、家族支
援に関する研修を実施す
る。

（平成23年度までの目
標）

認知症サポート医　４６人
かかりつけ医　１，３００人
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

第4期実施計画第3期実施計画

第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値

主要事業 事業内容 主要施策・主要事業 事業内容

平成20年度実績平成19年度実績平成18年度実績 第4期実施計画書目標
第3期
実施計画
達成率

(58) 認知症介護指導者養
成研修
[健康福祉部高齢福祉
課]

認知症介護に関する専門
的な知識・技術の習得、実
践者研修の企画・立案に
関する研修を実施する。

（平成23年度までの目
標）

指導者研修　２７人
フォローアップ研修　１３
人

(59) 認知症介護実践者研
修
[健康福祉部高齢福祉
課]

認知症の介護の理念や認
知症高齢者の理解と生活
の捉え方・支援に関する研
修を実施する。

（平成23年度までの目
標）

実践者研修　２，８００人
リーダー研修　３５０人

(60) 認知症対応型サービ
ス事業者研修
[健康福祉部高齢福祉
課]

事業所の管理・運営に関
する知識、技術等の習得
に関する研修を実施する。

（平成23年度までの目
標）

開設者　３００人
管理者　１，２００人
小規模多機能　１７０人

(73) 地域支援事業
［健康福祉部高齢福祉
課］

要介護状態等になることの
予防、要介護状態等に
なった場合においても地域
において自立した生活が
営むことができるよう地域に
あった介護予防、生活支
援等の事業を実施する。

― 全市町村で実施
（１８年度から実施）

全市町村で実施 全市町村で実施 全市町村で実施 ―

(74) 新予防給付
［健康福祉部高齢福祉
課］

要支援認定者へ介護予防
のための給付を行う。

― 全市町村で実施
（１９年度までに実施）

全市町村で実施 全市町村で実施 全市町村で実施 ―

(75) 地域包括支援センター
［健康福祉部高齢福祉
課］

地域における介護予防拠
点として、高齢者の総合相
談、支援、権利擁護事業、
地域ケアの支援などを行
う。

― 全市町村で実施
（１９年度までに実施）

全市町村で実施 全市町村で実施 全市町村で実施 ―

(76) ケアハウスの整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

60歳以上の者で、一定の
理由により家庭で生活する
ことが困難な者が利用する
施設で、必要数の確保に
努める。

ケアハウス
３，４７０　人
（軽費A型）
６９０　人

ケアハウス
３，５００　人
（軽費A型）
６９０　人

ケアハウス
３，４７０　人
（軽費A型）
６９０　人

ケアハウス
３，４７０　人
（軽費A型）
６９０　人

ケアハウス
３，４７０　人
（軽費A型）
６９０　人

９９．１

１００．０

(77) 生活支援ハウス（高齢
者生活福祉センター）
の整備
［健康福祉部高齢福祉
課］

居住機能を含む小規模多
機能施設であり、必要数の
確保に努める。

１５４　人 １７０　人 １５４人 １７４　人 １７４　人 １０２．４

(78) 定年の引き上げや６５
歳まで継続雇用する企
業の増加の推進
［産業労働部就業促進
課］

継続雇用制度の導入ノウ
ハウ等についての普及啓
発を実施する他、専門的な
助言相談業務等を行う
（社）愛知県雇用開発協会
の運営を支援することによ
り、継続雇用の推進を図
る。

６５歳まで雇用確保する
制度を有する企業の割合
２２．３　％

増加 ３５．４　％ ３８．４　％ ４０．５　％ ―
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥(⑤÷②) ⑦

第4期実施計画第3期実施計画

第3期実施計画
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主要事業 事業内容 主要施策・主要事業 事業内容

平成20年度実績平成19年度実績平成18年度実績 第4期実施計画書目標
第3期
実施計画
達成率

(79) シルバー人材センター
の設置
［産業労働部就業促進
課］

市町村のシルバー人材セ
ンター設置を推進する。

全市町村に設置
（６４市町村）
就業率　８９．８％

全市町村に設置

就業率　８７．３％

８９．４　％ ９０．３　％ ９０．３　％
（実績見込）

１０３．４

(80) 生涯学習情報システム
（学びネットあいち）
［教育委員会生涯学習
課］

生涯学習に関する情報を
インターネットを通じて総合
的に提供する。

情報内容の充実
・学習コンテンツの充実

情報内容の充実 情報内容の充実
・学習コンテンツの充実

情報内容の充実
・案内情報の充実
・学習コンテンツの充実

情報内容の充実
・案内情報の充実
・学習コンテンツの充実

―

(61) 「まちの達人」地域活
動支援事業
[健康福祉部高齢福祉
課]

高齢者が長年培った技能
や得意分野を活かし、地域
活動を行う高齢者のボラン
ティア集団の形成を支援す
る。

（平成23年度までの目
標）

活動登録者数
　７００人
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(81) 地域福祉権利擁護（日
常生活自立支援）事業
の充実
[健康福祉部地域福祉
課]
＊平成20年度から事
業名変更

認知症高齢者、知的障害
者、精神障害者など判断
能力が不十分な者に対し
て、福祉サービスの利用援
助等を行うことにより、自立
した生活が送れるよう、事
業の充実を図る。

１６　基幹的市町村
社会福祉協議会等
（名古屋市社会福祉協議
会を含む）

１７　基幹的市町村
社会福祉協議会等
（名古屋市社会福祉協議
会を含む）

１６　基幹的市町村
社会福祉協議会等
（名古屋市社会福祉協議
会を含む）

１７　基幹的市町村
社会福祉協議会等
（名古屋市社会福祉協議
会を含む）

１７　基幹的市町村
社会福祉協議会等
（名古屋市社会福祉協議
会を含む）

１００．０ (62) 日常生活自立支援事
業の充実
[健康福祉部地域福祉
課]

認知症高齢者、知的障害
者、精神障害者など判断
能力が不十分な者に対し
て、福祉サービスの利用援
助等を行うことにより、自立
した生活が送れるよう、事
業の充実を図る。

１８基幹的市町村社会福
祉協議会等

(82) 苦情解決システムの確
立
[健康福祉部地域福祉
課]

福祉サービスの利用者から
の苦情を適切に解決する
仕組みを確立する。

苦情解決の充実実施
（苦情申立件数８６件）

継続実施 苦情解決の充実実施 苦情解決の充実実施 苦情解決の充実実施 ―

(83) 第三者評価事業の推
進
[健康福祉部地域福祉
課]

事業者の提供するサービ
スを当事者(事業者及び利
用者)以外の第三者機関が
評価する事業を推進する。

第三者評価事業の実施 継続実施 第三者評価事業の実施 第三者評価事業の実施 第三者評価事業の実施 ―

(84) ＤＶ被害者の相談・保
護・自立支援等に関す
る施策推進
[健康福祉部児童家庭
課]

県の策定した「配偶者から
の暴力防止及び被害者支
援基本計画」の施策の推
進を図る。

・DV相談の実施
・DV一時保護の実施
・DV被害者保護支援ネッ
トワーク体制の構築
・基本計画の策定

県の基本計画におけるＤ
Ｖ被害者の相談・保護・
自立支援の推進

県の基本計画における
DV被害者の相談・保護・
自立支援の推進

・DV相談の実施
・DV一時保護の実施
・DV被害者の自立支援
・基本計画の見直し

・DV相談の実施
・DV一時保護の実施
・DV被害者の自立支援
・第２次基本計画策定

― (63) 市町村ＤＶ基本計画策
定の推進
[健康福祉部児童家庭
課]

市町村ＤＶ基本計画の策
定を働きかける

１６市

(85) ホームレスの自立の支
援等に関する施策の
推進
[健康福祉部地域福祉
課]

実施計画に基づき、巡回
相談、入居支援、就業支
援、保健サービス支援等の
自立支援施策を着実に実
施し、ホームレスからの自
立を推進する。

１，４９４人 １，５００人以上のホーム
レスの自立

（変更後）
２，７８０人

平成19年3月末の自立者
数2,180人に加えて、平
成19年4月から平成21年
3月までの後期2年間で新
たに600人のホームレスの
自立

2,180人 2,823人 3,730人 １３４．２ (64) ホームレスの自立の支
援等に関する施策の
推進
[健康福祉部地域福祉
課]

実施計画に基づき、着実
に施策を実施する。

ホームレス数の更なる減
少

Ｈ２６．１月　　850人以下

(86) 市町村地域福祉計画
策定の推進
[健康福祉部医療福祉
計画課]

市町村が社会福祉法に基
づき地域福祉計画を策定
する。

１４　市町村 全市町村 １９　市町村 ２１　市町村 ２２　市町村 ３６．１ (65) 市町村地域福祉計画
策定の推進
[健康福祉部医療福祉
計画課]

市町村が社会福祉法に基
づき地域福祉計画を策定
する。

２９市町村

(87) ボランティアセンターの
充実
[健康福祉部地域福祉
課]

ボランティア活動振興のた
め、県社協ボランティアセ
ンターで、ボランティアコー
ディネーター等の育成、研
修を行う。

４５　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

全市町村社会福祉
協議会に配置
（名古屋市、中核市を除
く）

５０　か所
（名古屋市、中核市を除
く）

５３か所
（名古屋市、中核市を除
く）

５５か所
（名古屋市、中核市を除
く）

９６．５ (66) ボランティアセンターの
充実
[健康福祉部地域福祉
課]

ボランティア活動振興のた
め、県社協ボランティアセ
ンターで、ボランティアコー
ディネーター等の育成、研
修を行う。

全市町村社会福祉協議
会

(88) 看護職員（看護師、准
看護師、助産師、保健
師）の確保
[健康福祉部医務国保
課]

看護職員の確保対策及び
資質向上対策を充実強化
する。

５５，９８１　人 ６０，２６４　人 ５３，６３３　人 （18年度実績）
５３，６３３　人

５６，５３７人 ９３．８ (67) 看護職員（看護師、准
看護師、助産師、保健
師）の確保
[健康福祉部医務国保
課]

看護職員の確保対策及び
資質向上対策を充実強化
する。

６４，６９５人

第4期実施計画書目標
第3期実施計画
開始時の状況

(平成17年度までの実績)
第3期実施計画目標値

主要施策・主要事業 事業内容
平成19年度実績平成18年度実績

第4期実施計画第3期実施計画

主要事業 事業内容
平成20年度実績

第3期
実施計画
達成率
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第3期
実施計画
達成率

(68) 福祉の就職総合フェア
の開催
[健康福祉部地域福祉
課]

福祉・介護の職を目指す
者が事業者と直接相談す
ることができる就職説明会
の充実を図る。

５回


